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１．日本の建設会社の海外建設工事の種類、形態
１）国際入札(INTERNATIONAL TENDER)による工事(元請、

MAIN CONTRACT)；
世界銀行(IBRD)、アジア開発銀行(ADB)、日本政府(JBICを通じて)などの開発援助案件、外国政府公共工事案件 及び民間工事案件。
２）日本企業(主にエンジニアリング会社)の下請工事(SUB-CONTRACT)；

千代田化工、日揮、東洋エンジニアリング(TEC)、三菱重工、日立、
IHI、商社などが入手した主に工場建設の土建工事下請。
３）日本企業又は外国建設会社、ローカル建設会社との共同企業体
(JOINT VENTURE又はJOINT OPERATION)による工事。 
４）日本政府の無償援助工事(GRANT AID PROJECT)；JICA案件
発展途上国へのプレゼント：学校、病院、文化施設、道路、農業施設、
漁業施設などの公共施設工事(INFRASTRUCTURE)。
５）日本のディベロッパー資金及び自社資金による工事；
主に、リゾート開発、ビジネスビル、ホテル、都市開発など。

６）BOT(BUILD, OPERATE AND TRANSFER)、BOO(BUILD, OPERATE

AND OWN)、PFI(PRIVATE FINANCE INITIATIVE)方式による工事


添付資料(７)：「用語の解説」参照
７）現地子会社によるローカル工事；
現地進出日本企業の工場建設、純現地工事案件など。
２．日本の建設会社の海外進出の歴史
１）戦前：日本軍と同行――中国の満州鉄道建設など、日本の旧植民地地域
２）戦後：昭和２０年代――主に、国内の米軍基地内の工事


昭和３０～４０年――主に、敗戦に伴う賠償工事
昭和４０～５０年――主に、海外進出日本ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ企業が
　　　　　　　　　　受注したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの下請工事、主にｱｼﾞｱ
昭和５０～６０年――主に、上記の他に、外国政府の公共工事
　　　　　　　　　　及び民間工事(特に、中近東の産油国)、
　　　　　　　　　　海外進出日本製造業の工場建設工事、
　　　　　　　　　　現地子会社によるローカル工事
昭和６０～現在――主に、国際援助資金(FOREIGN AIDS)による
　　　　　　　　　公共工事(特に、旧OECF及び現JBICを
　　　　　　　　　通しての日本政府資金援助関連が多い)、
　　　　　　　　　外国政府の公共工事、外国の民間工事、
　　　　　　　　　日本のディベロッパー及び民間資金工事、
　　　　　　　　　BOT/BOO/PFI工事、日本政府の無償援助
　　　　　　　　　工事(JICA案件)、現地子会社による
　　　　　　　　　ローカル工事
将来――　今後予測される国内建設投資金額の減少に伴い、海外
　　　　　進出企業及び技術者が多くなることが期待される？
３）近年の海外建設工事受注高の推移
添付資料(1)参照

４）近年の海外市場の推移
添付資料(２)、(3)参照

３．海外建設工事の特色

１）施主(OWNER又はEMPLOYER)と請負者(CONTRACTOR)との間に
中立(?)の工事監理者(ENGINEER)が存在する。即ち、３権分立が確率されている。＊日本でも工事監理者がいるが、現場に常駐しない場合が多く、国際工事で言う工事監理者とは役割・権限が多いに違う。
添付資料(５)、(６)参照
２）すべて契約書(CONTRACT DOCUMENTS)に従う。
契約書の技術仕様書(TECHNICAL SPECIFICATIONS)に書かれている基準以下の仕事をすれば問題になる。
但し、基準以上の仕事はする必要はない。
従って、技術者でも契約書(特に、技術仕様書)を熟知しておく必要がある。従来、日本国内では契約書はあまり重要視されていなかった。
３）すべて書面で確認する。
口頭指示の場合もあるので、必ず契約書で規定された期日以内に書面で口頭指示を工事監理者(ENGINEER)に確認する必要がある。
従って、海外工事では国内工事に比べて書面・書類が非常に多くなる。

４）当事国の法律、規則、習慣などの知識が必要。

５）建設工事保険(ALL RISK CONSTRUCTION INSURANCE)など保険(INSURANCE)の知識が必要。

６）履行保証(PERFPRMANCE BOND)など保証(BOND)の知識が必要。

７）工事材料、建設機械などの輸出入業務の知識が必要。

８）当事国の下請制度の知識が必要。
日本の下請制度と完全に違う場合がある。すべて契約書に従うため下請からクレイムが来る。

９）契約内示書(L/I)を受け取って着工準備、契約同意書(L/A)又は落札通知書(L/A)を受け取ってから着工のこと。契約内示書(L/I)だけでは、発注が大幅に遅れたり、発注されないこともあり、リスクが大きいので絶対に事前着工しないこと。
通常、正式契約は儀式(CEREMONY)でL/A発行後に行われる。

10）労務計画、資材計画、機械計画、下請計画などは、日本国内と相当違うので十分に事前検討すること。

11）工事入手に当たっては、全く自由競争である。日本国内のような談合はない。指名(事前審査：PQ)に合格すれば、ほとんどの場合、最低価格入札会社(LOWEST BIDERER )が落札する。

12）工事入手に当たっては、日本の商社が絡む場合が多い。
日本国内では商社は必要ないが、海外では情報入手のため商社が絡み
斡旋手数料を支払う必要がある。

13）海外工事はリスクが非常に高い。
日本の建設会社及び設計会社の多くが、経験不足及び国際契約知識不足のため海外工事で失敗を繰返している。
しかしながら、談合がないので飛躍するチャンスは多いにある。

14）海外工事専門家及び経験者が少ない。
このため、海外工事で失敗し、大きな赤字を出す場合がある。
最近は専門家＆経験者が増えてきているので、成功する建設会社及び設計会社も出てくる可能性は多いにある。

４．海外工事の手順

１）国際工事(INTERNATIONAL TENDER)の場合
営業⇒情報入手⇒事前審査(ＰＱ) ⇒入札案内(TENDER CALL) 
⇒現場説明(PRE-BID CONFERENCE ) ⇒見積(ESTIMATION)⇒
入札(TENDR又はBID)⇒発注者審査(EVALUATION)⇒金額及び条件交渉(PRE-CONTRACT NEGOTIATION) ⇒契約内示書又は落札通知書（L/I）⇒契約通知書(L/A) ⇒着工(COMENCEMENT TO WORK)⇒正式契約(CONTRACT)⇒竣工(工事完成証明書 CERTIFICATE OF COMPLETION) ⇒メンテナンス(MAINTENANCE PERIOD叉は DEFECT LIABILITY PERIOD)⇒最終受取証明書(FINAL ACCEPTANCE CERTIFICATE)
２）日本企業の下請工事の場合
営業⇒情報入手⇒元請よりの入札案内(TENDER CALL) 又は特命⇒これ以降は国際工事の場合とほぼ同じ手順。
即ち、国際工事と比べて原発注者の事前審査がない。但し、元請からの発注に先立って、原発注者(OWNER 叉はEMPLOYER)叉は工事監理者(ENGINEER)の承認が必要。
３）自社資金及びBOT、BOO、PFIの場合(投資案件プロジェクト)
立案(PLANNING)⇒企業化調査(FEASIBILITY STUDY) ⇒企業化可能(FEASIBLE) ⇒基本設計(BASIC DESIGN) ⇒詳細設計(DETAIL DESIGN) ⇒許認可申請・取得(CONSTRUCTION PERMITなど)⇒
合意書(AGEEMENT)などの交換⇒着工(COMENCEMENT TO WORK)
５．海外建設工事記録映画上映


台湾高速道路高雄斜長橋「高屏渓河川橋」建設工事(土木工事)
ハワイマウナケア国際観測所「スバル」建設工事(建築工事)
６．海外建設工事の契約約款

１）国際工事契約約款
主に、国際機関(FOREIGN AIDS)の資金(FINANCE)による工事；FIDIC(最も標準的な契約約款)、ICE(イギリス)、GCA(アメリカ)、SF23(フランス)、ラテン法契約約款など。

２）当事国の契約約款
主に、自国の資金（FINANCE）による工事。
公共工事と民間工事では契約約款が違う場合が多い。一般に民間工事の契約約款は建設会社にとっては不利、即ち、不公平契約(片務契約)が多い。
３）日本国内の契約に準じる契約約款
主に、海外進出した日本企業の下請工事。

７．国内と海外の工事契約形態の違い

　　　項目　　　　　　　　　　　　　日本国内　　　　海外

１）ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ契約　　　　なし　　　　 　あり(特にアメリカ)
及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ契約
２）コストプラスフィー契約　　　　なし　　　　 　あり
３）エンジニア(ENGINEER)　　　 なし　　　 　 　あり
　　の存在　
　　*国内にも存在するがその役割・権限が海外と違う
４）契約書のクレイム条項　　　　　なし　　　 　　あり
５）契約書の詳細条項　　　　　　　あり　　　 　　あり
　　　　　　　　　　　　　　　　(但し、あいまい)
８．クレイム(CLAIM)について
１）クレイムの定義：文句・いちゃもん(COMPLAINT)と違う
クレイム(CLAIM)とコンプレイン(COMPLAINT)の違い；
クレイム：正当な権利に基づく要求。
コンプレイン：正当な権利はなく、苦情を呈する又は“いちゃもん”をつける。
２）クレイムの代表的な例
手荷物預り書：手荷物を持って飛行機で旅行をする場合、この手荷物
　　　　　　　をチェックインバゲッジ(CHECKED IN 
　　　　　　　BAGGAGE)として荷物をカウンターに預ける時に
　　　　　　　預り証をもらう。
　　　　　　　そして、到着地で荷物を引き取る時に、この預り証を
　　　　　　　提示して当然の権利として荷物を引き取る。 
　　　　　　　但し、引取荷物が紛失していて荷物を引き取れない
　　　　　　　場合、当然の権利としてこの預り証を提示して荷物
　　　　　　　の引渡しを要求するクレイムが出来る。
　　　　　　　この荷物の預り証のことを英語ではCLAIM TAG
　　　　　　　と言う。
　　　　　　　さらに、保険金請求書のことを英語では
　　　　　　　INSURANSE CLAIMと言い、工事の毎月の出来高
　　　　　　　請求書をMONTHLY CLAIMと言う。
　　　　　　　これらはいずれも当然の権利の行使である。
３）コンプレインの代表的例
通信販売などで購入した商品の返品：
クーリング・オフ制度で規定されている期限後の返品要求。
保証期限が過ぎた電気製品の無償修理要求など。
４）国際建設工事で発生する主なクレイム項目
主に、設計変更、予知不可能な物理的障害・条件及び人為的障害・
条件、法律変更などに伴う追加支払要求と工期延長要求。

５）国内工事のクレイム及び海外での日本企業の下請工事のクレイム
一般論として書面によるクレイムはしない。但し、口頭や書面によるお願いはする。国内工事契約は片務契約である場合が多い。
即ち、契約後は請負(うけまけ)である。
６）海外工事のクレイム
契約書のクレイム条項に基づき、正式に書面でクレイムする。
即ち、契約後は請勝(うけかち)である。
７）クレイムの手順(CLAIM PROCEDURE)
クレイムの意思表示(NOTICE OF CLAIM) ⇒クレイム図書提出(SUBMISSION OF CLAIM DOCUMENTS) ⇒金額・工期延長などの交渉(NEGOTIATION) ⇒解決(SETTLEMENT)又は仲裁(ARBITRATION) ⇒仲裁の場合、裁定(JUDGEMENT) ⇒裁定不服の場合(IN CASE OF UNSATISFYING) ⇒民事裁判(FILE TO COURT)
８）契約形態によるクレイムの難易度(一般論)
i. 契約形態によるクレイムの難易度(難⇒易)
　当事国の民間契約約款(発展途上国の場合)⇒日本国内の契約約款に
　準ずる契約約款⇒当事国の公共工事契約約款⇒
　国際工事標準契約約款(FIDIC)
ii. 精算方式による難易度(難⇒易)
　ターンキー(TURN KEY) ⇒ランプサム(LUMP SUM) ⇒数量精算
  (BOQ) ⇒コストプラスフィー(COST + FEE) 
９）クレイム成功のポイント
工期は守る。所定の品質のものを完成・引渡する。査定者であるエンジニアの責任になるようなことはなるべく避ける。クレイム妥協金額を発注者の予算内に収める。
９．海外進出の必要性(私見)

１）日本の建設市場の将来性

Infrastructure(公共基礎施設)はほぼ完成しているが、今後も当分は
ある程度の事業が見込める。都市部公共事業や都市再開発事業、環境関連事業は今後も十分あり得る。無駄な公共施設事業、ﾘｿﾞｰﾄ開発事業や新規大規模工場建設事業は少なくなる。199８年度までは1２年間続いた70兆円/年以上の建設投資額が、その後下がり続け200５年度は約５３兆円まで下がった。
今後３～５年間で50兆円を割り、10年後には4５兆円まで下がり、２０２０年には４０兆円を割ると予想する人も多い。
添付資料(４)参照
従って、当然市場原理により競争力のない建設関連企業は自然淘汰されるはずである。15年後の建設会社数は現在の約半数の27万社程度まで減少する可能性もある(日経ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ2006年1月13日号)。当然、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ社数及び建設関係公務員数も比例して減少することは避けられない。 ただ、海外の発展途上国では未だ公共施設、工場、
事務所ビル、ホテル、住宅、ﾘｿﾞｰﾄ施設などが全く不十分であるので、今後も十二分に需要はある。海外事業で利益を上げられるような
建設関連企業は生き残れるチャンスはある。
最近、国内受注減をカバーするため海外受注を積極的に増やしている建設会社も多くなっている。
２）日本の建設技術者の将来性

上記の理由から将来、国内では建設技術者も当然需要が少なくなり
数年前から行われていたリストラや倒産で建設技術者や労働者の失業者が今後はますます増えると予想される。しかしながら、今後も発展途上国では十分に建設工事は見込めるので、海外での建設技術者の需要は十分期待できる。

特に、発展途上国では上級教育機関が十分ではないので建設技術者が不足している場合が多い。従って、日本の建設技術者も海外で仕事をすることに前向きで、英語など外国語が出来れば十分仕事のチャンスはある。英語力はTOIECで少なくとも６００点以上が望ましい。
資格としては、将来NPO法人プロジェクトマネージメント資格認定センターが認定するP2Mの資格を取得することを勧める。
３）日本の市場開放

建設市場もすでに外国企業に市場開放して1５年以上になる。すでに1部建設市場に参入して来ているが、まだほんの少しである。今後もこの影響は、建設会社ではあまり影響を受けないと思うが、企画、立案、設計などコンサルタント業界へは本当の自由競争時代が来ると外国企業が現在以上に日本市場に参入して来る可能性は十分ある。
１０．海外勤務の特典

１）海外特別休暇

一般的に３０日間/年を２～３回/年に分けて取得できる。
２）給与、税金

ほとんどの企業や団体で海外勤務手当が支給される。
この手当ての企業間格差は大きいが、比較的大きな金額である。
日本に居住していない(非居住者)ので、１年以上勤務すると日本国内の所得税/地方税が免除になる。

外国での所得税などは一般的に所属企業が支払う。

ただし、企業によっては日本国内で課せられる予想税額相当分を給与から引き去る企業があり、最近はこのような企業が多い。特に、ほとんどすべての建設会社は税金相当額を引き去りしている。

     ３）留学のチャンス
　　　　 最近は、建設会社、コンサルタント共に景気がよくないので非常に

少なくなっている。

１１．質疑応答

１２．その他

１）土木・建築関連専攻の学生に望むこと

２）日本の建設関連企業(ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、建設会社)の現状
添付資料

添付資料（１）：海外建設受注実績の推移(1959年～2004年)
　　　　　　　　出典：(社)海外建設協会(OCAJI)、２００５年
添付資料（２）：海外建設受注実績の地域別推移(1974年～2004年)
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　　　　　　　　出典：(社)海外建設協会(OCAJI)、２００５年
添付資料（４）：２００４年度海外建設受注実績(上位２０社) 、２００５年
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